カタカナ語（外来語など）の使用指針

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 平成２８年１２月

総務部政策法務課

１　基本的な考え方
県の職員が職務上作成し、又は取得し、組織的に用いる文書である公文書は、当然のことながらその内容である情報や意思などを正確に伝える役割を果たすものでなければならず、併せて、県としての諸活動や歴史的事実を記録として残すことにより、これらの事実を一般の県民に対して説明し、県民の知る権利を保障する役割を果たすものでもあります。
　　そのため、公文書を作成するに当たっては、記載されている内容が正確であることはもちろんのこと、それが県民に分かりやすく伝わるかどうか、理解されるかどうかという点が大切になります。意味の分かりにくい言葉や曖昧な表現を公文書に用いることは、文章全体の意味の理解に支障をきたし、文書の伝達機能を弱めるとともに、県民が県政の情報を知ること、すなわち県民の知る権利を妨げることにつながるおそれがあります。
　　特に、いわゆるカタカナ語は、これまで日本になかった事物や思考などを表現するのに便利であることから、現在様々な文書で多く用いられ、国や他の地方公共団体でも頻繁に使用されていますが、中には、一般にはあまり定着しておらず、意味の分かりにくいものも多く見受けられます。
このため、広く一般的に使われ既に日本語として定着しているようなものを除き、カタカナ語を安易に公文書に用いることなく、適切な日本語に言い換える、あるいは注釈を加えるなど分かりやすくする配慮を行う必要があります。
　　なお、この指針で示したカタカナ語の取扱いは、あくまで目安であり、その時々の状況により、何が県民にとって分かりやすいかという観点から取扱いの判断をしてください。











２　カタカナ語の定義







　　　「カタカナ語」には、外来語・外国語のほか、和製英語やアルファベットを使用した略語（頭字語）や通称を含みます。

３　カタカナ語の取扱い
　　別表のとおり

４　その他一般的な注意事項など
（１）カタカナ語の専門用語をその専門領域の関係者に対して用いる場合などは、日本語へ言い換えると、かえって理解を妨げる場合があるので、状況によっては言い換え等を行わない判断をすることもできる。



　

（２）その言葉の意味が分からないと文章全体の理解に支障が生じるような重要語についてのカタカナ語の使用は、より一層慎重に取り扱うこと。


（３）国や他の地方公共団体が使用しているカタカナ語であっても、安易な使用は控える。

（４）新しい事業や計画等の名称にカタカナ語の造語を使うこともよく見受けられるが、その場合も、この指針の取扱いに沿って判断すること。



（５）カタカナ語の専門用語の多い報告書、計画書などには用語説明欄を設けること。
別表

Ⅰ　外来語・外国語等　
	分類
	取扱い
	考え方、用例など

	１　広く一般的に使われ、既に定着しているもの
	そのまま使用することができる
	広く一般的に使われ、既に日本語として定着しているかどうかを判断する際は、以下の点を考慮する。

・年齢・職業等にかかわらず、誰もが理解することができる用語か。

・特定の専門領域のみで使用されている用語ではないか。

・複数の概念を併せ持っていたり、意味が曖昧な用語ではないか。

＜そのまま使用することができるカタカナ語の例＞

ア　既にカタカナ語として日本語に定着していると考えられるもの

（例）アイデア、イメージ、ストレス、スポーツ、ボランティア、リサイクル　など




イ　人名、地名、国名、会社名など固有のものを指し示す語、あるいは計量・通貨などの単位を表す語であって、言い換える必要がないもの



　○人名、地名等



（例）アインシュタイン、エジソン、イタリア、カリフォルニア
など
○計量・通貨などの単位


（例）メートル、リットル、キログラム、パーセント、ヘクタール、ドル、ユーロ　など






ウ　他で使用されている言葉等を引用する場合

○法令からの引用
（例）市場デリバティブ取引（金融商品取引法に規定）　など
○国の計画等からの引用

（例）国立公園を「ナショナルパーク」にするという政府の観光ビジョン実現プログラム２０１６の方針を受け・・・　　　　など


	２　一般への定　着が十分でないもの
	
	

	
	(１)分かりや

　すい言い換

　えが可能な

　もの
	1 使用しない（日本語に言い換える）

2 日本語を併記し

て使用する
	　一般への定着が十分でないカタカナ語は、適切な言い換えが可能であれば、原則として日本語に言い換える。

　また、一般には定着していると思われるものでも、年齢等により認知度に差があると思われるカタカナ語については、日本語を併記するなどして伝える相手方に配慮すること（その言葉が再度登場する場合は、カタカナ語のみでもよい。）。

　なお、言い換えに当たっては、国立国語研究所の「外来語言い換え提案」も参考にすること。





①の例





アウトソーシング→外部委託、アジェンダ→行動計画、プロトタイプ→原型
　など
　
②の例





インサイダー（内部関係者）、ガイドライン（指針）、マスタープラン（基本計画）、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）　など

	　
	(２)分かりや

　すい言い換

　えが困難な

　もの


	1 使用しない



2 注釈や説明を加えて使用する


3 その他分かりやすくなるよう工夫する（前後の文章から意味が分かるようにするなど）





	　一般への定着が十分でないもので、適当な日本語への言い換えができなかったり、言い換えが困難なものは、そもそも使用しないことが望ましい。やむを得ず使用しなければならない場合には、注釈や説明を加えたり、その他分かりやすくなるような工夫をすること。
②の例

クラウドファンディングを活用した起業・創業の資金調達の支援について、本県では・・・

注）：クラウドファンディングとは、個人や企業等がインターネットを介してアイデアや事業計画を紹介し、それに共感・賛同する不特定多数の人から広く資金を集める資金調達の仕組み。
⇒　文章の外で説明する例。文章の量が多い場合、巻末等に用語説明などとしてまとめて掲載する方法もある。）
③の例

障がいのある人とない人が、身近で共に生活していく社会が普通の状態であるというノーマライゼーションの理念を基本として・・・


Ⅱ　アルファベットを使用した略語・通称等





	分類
	取扱い
	考え方、用例など

	１　広く定着していると考えられるもの
	そのまま使用することができる
	ア　和訳などの併記なく、単独で使われる場合が定着しているもの



（例）ＰＴＡ、ＰＲ、ＮＴＴ、ＪＲ　など




イ　他で使用されている言葉等を引用する場合
（例）鳥取県ＨＡＣＣＰ適合施設（鳥取県食品衛生条例に規定）　など



	２　一般への定　着が十分でないと考えられるもの


	1 略語にかっこ書きで和訳語、注釈等を付ける

2 和訳語にかっこ書きで略語を付ける

3 略語にかっこ書きで省略しない形を表記した上で、和訳語の併記や注釈を付ける





	　一般への定着が十分でないアルファベットを使用した略語については、略語、略さない表記、和訳語、注釈等を適切に組み合わせて分かりやすい表記とする。なお、その略語が再度登場する場合は、略語のみでもよい。
①の例
ＡＤＲ（裁判外紛争処理制度）、ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）、ＯＤＡ（政府開発援助）、ＬＣＣ（格安航空会社）　など

②の例






裁判外紛争処理制度（ＡＤＲ）、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）、政府開発援助（ＯＤＡ）、格安航空会社（ＬＣＣ）
など






③の例






ＡＤＲ（Alternative Dispute Resolution：裁判外紛争処理制度）
　など


【参考】 
  ・外来語の表記（平成３年内閣告示第２号）

  ・外来語言い換え提案（国立国語研究所）
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